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清
水
秀
夫
氏
の
任
期
が
本
年
６
月
30
日
で
満
了
と
な
る
た

め
、
新
た
に
７
月
１
日
か
ら
３
年
間
の
任
期
と
な
る
委
員
の

再
任
が
提
出
さ
れ
、
同
意
し
ま
し
た
。 清

し
水
みず

　秀
ひで

夫
お

 氏
（長岡）

令和７年７月１日から
令和10年６月30日まで

任期

《
全
員
賛
成
で
可
決
》

《
全
員
賛
成
で
同
意
》

第１回定例会

議会運営委員会

人事
案件

　
人
権
擁
護
委
員
と
は

人
権
擁
護
委
員
と
は
…
地
域
の
皆
さ
ん
の
人
権
相
談
を
受
け

て
、
解
決
の
お
手
伝
い
や
法
務
局
と
連
携
し
て
人
権
侵
害
か

ら
被
害
者
を
救
済
す
る
な
ど
、
地
域
の
皆
さ
ん
に
人
権
へ
の

関
心
を
持
っ
て
も
ら
え
る
よ
う
な
啓
発
活
動
を
行
っ
て
い
ま

す
。
法
務
大
臣
か
ら
委
嘱
さ
れ
た
無
報
酬
で
活
動
す
る
民
間

の
方
々
で
す
。
村
で
は
４
人
の
人
権
擁
護
委
員
の
方
々
が
活

躍
さ
れ
て
い
ま
す
。

  

人
権
擁
護
委
員
に

 

清
水
氏
を
推
薦

陳情
陳情者 件名又は要旨 付託委員会 審査結果

群馬県
医療労働組合連合会
中央執行委員長
　出浦　匠人 氏

ケア労働者の賃上げと大幅増員、 医療・
介護施設への支援拡充を求める陳情書

文 教 厚 生
常任委員会

採　　　択
賛成多数

　文教厚生常任委員会から提出された意見書が賛成多数で可決され、国の関係機関あてに提
出することが決まりました。発委

発委

　コロナ禍で経験した『医療崩壊』『介護崩壊』を、人員不足が原因で繰り返すことがないよう、また、
自然災害対応や新たな感染症に備えるためにも、平常時から必要な人員体制の確保が必要であり、そのた
めの賃上げが必要です。
　ケア労働者の賃上げと大幅増員、医療・介護施設への支援拡充のために以下を要請し、実施を強く求め
るものです。

記
１、医療や介護現場で働くすべてのケア労働者の賃上げと医師・看護師・介護職員などの配置基準を抜本
的に見直し、大幅増員すること。また、人員確保のために必要な追加支援策を実行し、支援すること。

２、すべての医療機関と介護事業所等を対象に、物価高騰や人件費増を補えるだけの診療報酬・介護報酬・
障害福祉サービス等報酬を抜本的に引き上げる臨時改定を実施すること。

意見書（要約）

榛
東
村
議
会
会
議
規

則
の
一
部
を
改
正
す

る
規
則
の
制
定

　
　
　
　
　
　

　
榛
東
村
議
会
会
議
規
則
第
52

条
の
規
定
を
準
用
し
て
、
質
問

の
回
数
の
上
限
に
質
疑
の
回
数

の
上
限
を
準
用
す
る
規
定
を
廃

止
し
、
新
た
に
質
問
回
数
の
上

限
を
定
め
る
も
の
。

提
案
理
由

一部改正の内容

　質問は、同一議員につき、同一の質問事項につ
いて３回を超えることができない。ただし、特に
議長の許可を得たときはこの限りではない。

➡
　 質問は、 同一議員につき、 同一の質問事項につ

いて５回を超えることができない。 ただし、 特に

議長の許可を得たときはこの限りではない。

➡

令和７年　第１回定例会
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訴
え
の
提
起
に
つ
い
て

令和７年　第１回定例会

　
企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
と
は

企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
と
は
…
国
が
認
定
し
た
地
方
公
共
団
体
の

地
方
創
生
事
業
に
対
し
企
業
が
寄
付
を
行
っ
た
場
合
に
、
最
大
で

寄
付
額
の
９
割
が
軽
減
さ
れ
る
仕
組
み
で
、
令
和
９
年
度
ま
で
続

き
ま
す
。

条例
改正

《
賛
成
多
数
で
可
決
》

榛
東
村
課
設
置
条
例
の
一
部
を

�

改
正
す
る
条
例
の
制
定
に
つ
い
て

討
論

 

早
坂
議
員

さ
ま
ざ
ま
な

�

問
題
が
生
じ
る

　
総
務
課
と
企
画
財
政
課

が
合
併
す
る
と
大
所
帯
に

な
り
、
さ
ま
ざ
ま
な
問
題

が
生
じ
る
の
で
は
な
い
か

と
思
い
、
反
対
し
ま
す
。

 

波
多
野 

議
員

連
携
強
化
と

�

業
務
の
効
率
化

　

統
合
に
よ
り
連
携
の
強

化
や
業
務
の
効
率
化
な
ど

の
メ
リ
ッ
ト
が
十
分
あ
り
、

課
長
や
職
員
の
業
務
負
担

の
軽
減
も
図
ら
れ
る
と
説

明
を
受
け
た
の
で
、
賛
成

し
ま
す
。

反
対

賛
成

税
務
課
・
会
計
課　
　

総
務
課
・
企
画
財
政
課

現
行

➡➡

税
務
会
計
課

総
務
企
画
課

改
正
後

条例
制定

指定管理者
の指定

《
全
員
賛
成
で
可
決
》

榛
東
村
企
業
版

�

ふ
る
さ
と
納
税
基
金
条
例
の
制
定

《
全
員
賛
成
で
可
決
》

《
全
員
賛
成
で
可
決
》

《
全
員
賛
成
で
可
決
》

ふ
れ
あ
い
館

�

指
定
管
理
者
の
指
定
に
つ
い
て

　
　
　
　
　
　

　
地
域
再
生
法
（
平
成
17
年
法
律
第
24
号
）
第
５
条
第
４
項
第
２

号
に
規
定
す
る
、
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
寄
付
活
用
事
業
に

要
す
る
経
費
の
財
源
に
充
て
る
た
め
、
榛
東
村

企
業
版
ふ
る
さ

と
納
税
基
金
を
設
置
す
る
も
の
。

　
　
　
　
　
　

　
総
務
課
と
企
画
財
政
課
を
統
合
し
総
務
企
画
課
、
ま
た
、
税
務

課
と
会
計
課
を
統
合
し
税
務
会
計
課
を
創
設
す
る
も
の
。

　
　
　
　
　
　

　
指
定
管
理
者
の
公
募
に
対
し
て
申
請
が
な
か
っ
た
た
め
、
榛
東

村
公
の
施
設
に
係
る
指
定
管
理
者
の
指
定
の
手
続
き
等
に
関
す
る

条
例
第
５
条
第
１
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
指
定
管
理
者
の
候
補
の

選
定
の
特
例
に
よ
り
候
補
者
を
選
定
す
る
も
の
。

　
　
　
　
　
　

　
現
判
決
を
取
り
消
す
こ
と
や
、
被
控
訴
人
の
請
求
を
棄
却
す
る

こ
と
。
ま
た
、
訴
訟
費
用
は
被
控
訴
人
の
負
担
と
す
る
も
の
。

提
案
理
由

提
案
理
由

提
案
理
由

提
案
理
由

しんとう温泉ふれあい館

まち・ひと・しご
と創成推進計画
（企業版ふるさと
納税）について

補正
予算

令
和
６
年
度

一
般
会
計�

�

（
第
８
号
）

マ
ン
ホ
ー
ル
ト
イ
レ
の
購
入
費
な
ど

�

（
一
般
用
５
台
、
車
い
す
用
１
台
）

1億1549万8千円
減 額

　
歳
入
に
お
い
て
は
、
収
入
額
の
確
定
ま
た
は
確
定
見
込
み
に
伴

う
増
減
、
歳
出
に
お
い
て
は
事
業
費
の
確
定
ま
た
は
確
定
見
込
み

に
伴
う
増
減
が
主
な
も
の
と
し
て
補
正
予
算
が
提
出
さ
れ
ま
し
た
。マンホールトイレ

議案
固
定
資
産
税
評
価
額
取
消
請
求
控
訴
事
件

補正
予算

令
和
６
年
度

一
般
会
計

�

（
第
９
号
）

訴
訟
委
任
に
伴
う
報
奨
金
及
び
実
費
の
額

24万円
増 額

《
全
員
賛
成
で
可
決
》

主な予算内容　※万円未満切り捨て

歳　　　入

歳　　　入

歳　　　出

歳　　　出

村税の増額� ８４０万円

子どものための教育 ・保育給付費国庫補助金

� ２８６３万円

子どものための教育 ・保育給付費県費負担金

� １１６０万円

財政調整基金繰入金� △２億６１３３万円

財政調整基金繰入金

� ２４万円

固定資産評価審査委員会費

� ２４万円

住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金事業

� △６６５万円

障害者総合支援費� ７３１万円

児童保育費� ５４０７万円

災害対策費� １３１万円

返礼品って

もらえるの？

個人版とは違い、返礼品や謝礼品
を受け取ることはできません。寄
付を行う代償として経済的な利益
を受けることが禁止されています。

企業にとっての

メリットは？

企業としてのＰＲ効果や地方公
共団体との新たなパートナー
シップの構築、地域資源を活か
した新事業展開などです。


